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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、第149期第３四半期連結累
計期間については、１株当たり四半期純損失のため記載していません。 

  

回次 
第148期 

第３四半期連結 
累計期間 

第149期 
第３四半期連結 
累計期間 

第148期 
第３四半期連結 
会計期間 

第149期 
第３四半期連結 
会計期間 

第148期 

会計期間 

自 平成20年 
  ４月１日 
至 平成20年 
  12月31日 

自 平成21年 
  ４月１日 
至 平成21年 
  12月31日 

自 平成20年 
  10月１日 
至 平成20年 
  12月31日 

自 平成21年 
  10月１日 
至 平成21年 
  12月31日 

自 平成20年 
  ４月１日 
至 平成21年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 29,393 28,252 10,832 10,926 45,932 

経常利益 (百万円) 139 233 294 619 375 

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△) (百万円) 337 △89 409 312 313 

純資産額 (百万円) ― ― 19,147 18,504 19,079 

総資産額 (百万円) ― ― 55,411 50,009 51,894 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 180.52 174.47 179.88 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は 
１株当たり四半期 
純損失金額(△) 

(円) 3.19 △0.84 3.86 2.95 2.96 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― ― 34.6 37.0 36.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △737 1,385 ― ― △608 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 534 △1,467 ― ― 1,061 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △937 △1,149 ― ― △2,711 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (百万円) ― ― 7,193 4,852 6,082 

従業員数 (名) ― ― 1,467 1,472 1,447 
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２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 
平成21年12月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員です。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成21年12月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員です。 

  

従業員数(名) 1,472 

従業員数(名) 1,119 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 生産実績 
当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。 
２ 金額は、販売価格によっています。 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注実績 
当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％) 

電気機械器具関連事業 10,828 △13.3 

その他事業 85 0.0 

合計 10,913 △13.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同四半期比 
(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比 (％) 

電気機械器具関連事業 7,570 △30.2 33,442 ＋4.2 

その他事業 59 0.0 84 △2.3 

合計 7,629 △30.1 33,526 ＋4.2 
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(3) 販売実績 
当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。 
２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

２ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

３ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のです。 

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間における日本経済は、個人消費、輸出、生産において持ち直しの動きが続いていると

見られますが、失業率は高水準で推移するなど依然として厳しく、緩やかなデフレ状況にあります。 

当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は前年同四半期より94百万円増加し、10,926百万円(前

年同四半期比0.9％増加)となりました。これは主に電気機械器具関連事業の公共事業向けの重電機器の売上高が減

少したものの、電気機械器具関連事業の一般産業向け重電機器および三次元検査装置の売上高が増加したことによ

るものです。 

経常利益は、売上高増加と原価低減により、前年同四半期比325百万円増加し、619百万円(前年同四半期比

110.5％増加)となりました。 

四半期純利益は、特別損失が前年同四半期と比べて減少したものの、税金費用の増加により前年同四半期比97百

万円減少し、312百万円(前年同四半期比23.7％減少)となりました。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％) 

電気機械器具関連事業 10,841 ＋0.7 

その他事業 85 ＋19.7 

合計 10,926 ＋0.9 

相手先 
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

東京電力株式会社 5,925 54.7 5,733 52.5 
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事業の種類別セグメントの実績は次のとおりです。 

電気機械器具関連事業では、売上高は前年同四半期比0.7％増加の10,841百万円、営業利益は607百万円となりま

した。その他事業では、売上高は前年同四半期比19.7％増加の85百万円、営業利益は１百万円となりました。 

所在地別セグメントについては、全セグメントの売上高に占める本邦の割合が90％を超えているため、記載を省

略しました。 

なお、上記金額には消費税等は含まれていません。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末比1,885百万円減少し、50,009百万円になりまし

た。 

これは主に、仕掛品の増加と原材料及び貯蔵品、現金及び預金、売上債権の減少によるものです。 

負債合計は、前連結会計年度末比1,311百万円減少の31,504百万円となりました。これは主に前受金の増加と有利

子負債、仕入債務、未払費用、未払金の減少によるものです。 

純資産合計は、前連結会計年度末比575百万円減少の18,504百万円となりました。 

これは、主として剰余金の配当および四半期純損失の計上によるものです。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末と比較して1,367百万円

減少し、4,852百万円になりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加による893百万円の支出、売上債権の増加による632百

万円の支出等により、合計で1,188百万円の支出(前第３四半期連結会計期間566百万円支出)となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得による906百万円の支出等により、956百万円

の支出(前第３四半期連結会計期間963百万円収入)となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加1,500百万円、長期借入金の返済724百万円等により、

776百万円の収入(前第３四半期連結会計期間541百万円収入)となりました。 

なお、当第３四半期連結会計期間末における貸出コミットメント契約による借入実行残高は1,500百万円です。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は226百万円です。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

  

(5) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成22年２月５日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 106,135,050 106,135,050 

東京証券取引所 
大阪証券取引所 
名古屋証券取引所 
(各市場第１部) 

単元株式数は1,000株です。 

計 106,135,050 106,135,050 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成21年10月１日～ 
平成21年12月31日 ― 106,135 ― 5,906 ― 1,921 
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(6) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載するこ

とができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしています。 

① 【発行済株式】 
平成21年12月31日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式206株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 
平成21年12月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) 
普通株式  71,000 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 
105,751,000 105,751 ― 

単元未満株式 普通株式  313,050 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 106,135,050 ― ― 

総株主の議決権 ― 105,751 ― 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社高岳製作所 

東京都中央区入船 
１丁目７番１号 71,000 ― 71,000 0.06 

計 ― 71,000 ― 71,000 0.06 

月別 平成21年 
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

  
10月 

  
11月 

  
12月 

最高(円) 284 293 353 320 343 356 322 297 291 

最低(円) 200 227 283 235 283 306 275 218 237 
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計

期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、明治監査法人により四半期

レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 4,852 6,082 
受取手形及び売掛金 ※1, ※2  8,574 ※1  11,757 

製品 2,057 2,379 
仕掛品 12,229 8,468 
原材料及び貯蔵品 2,927 3,376 
繰延税金資産 188 502 
その他 756 604 
貸倒引当金 △6 △9 

流動資産合計 31,579 33,161 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 15,721 16,092 
減価償却累計額 △11,389 △11,551 

建物及び構築物（純額） 4,332 4,541 
機械装置及び運搬具 10,427 10,301 
減価償却累計額 △8,826 △8,502 

機械装置及び運搬具（純額） 1,601 1,798 
土地 4,893 4,893 
建設仮勘定 199 0 
その他 7,233 7,227 
減価償却累計額 △6,743 △6,581 

その他（純額） 490 645 

有形固定資産合計 11,517 11,880 
無形固定資産   
ソフトウエア 604 760 
その他 57 58 
無形固定資産合計 661 818 

投資その他の資産   
投資有価証券 585 620 
長期貸付金 2 6 
繰延税金資産 4,752 4,532 
その他 934 898 
貸倒引当金 △25 △22 

投資その他の資産合計 6,250 6,034 

固定資産合計 18,429 18,733 

資産合計 50,009 51,894 
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(単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 7,336 8,335 
短期借入金 6,577 4,795 
未払金 398 1,150 
未払費用 668 1,547 
未払法人税等 52 76 
未払消費税等 190 303 
前受金 3,914 1,685 
工事損失引当金 2 － 
その他 134 87 
流動負債合計 19,274 17,982 

固定負債   
長期借入金 3,550 6,005 
退職給付引当金 8,411 8,569 
役員退職慰労引当金 117 107 
環境対策引当金 93 93 
その他 57 57 
固定負債合計 12,230 14,833 

負債合計 31,504 32,815 
純資産の部   
株主資本   
資本金 5,906 5,906 
資本剰余金 1,921 1,921 
利益剰余金 10,612 11,179 
自己株式 △11 △10 

株主資本合計 18,428 18,995 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 75 83 
評価・換算差額等合計 75 83 

純資産合計 18,504 19,079 

負債純資産合計 50,009 51,894 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 29,393 28,252 
売上原価 23,511 22,345 
売上総利益 5,881 5,906 

販売費及び一般管理費 ※１  5,736 ※１  5,713 

営業利益 144 192 
営業外収益   
受取利息 12 5 
受取配当金 36 30 
設備賃貸料 188 190 
雑収入 29 24 
営業外収益合計 267 251 

営業外費用   
支払利息 174 142 
社債利息 1 － 
雑支出 96 68 
営業外費用合計 273 211 

経常利益 139 233 

特別利益   
屑鉄売却益 181 － 
ゴルフ会員権売却益 21 － 

特別利益合計 202 － 

特別損失   
固定資産廃棄損 182 169 
たな卸資産廃棄損 971 － 
投資有価証券評価損 － 25 
特別損失合計 1,153 195 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） △812 38 

法人税、住民税及び事業税 55 27 
過年度法人税等 207 － 
法人税等調整額 △1,412 100 

法人税等合計 △1,149 127 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 337 △89 
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【第３四半期連結会計期間】 
(単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 10,832 10,926 
売上原価 8,641 8,409 
売上総利益 2,191 2,517 
販売費及び一般管理費 ※1  1,888 ※1  1,908 

営業利益 302 608 
営業外収益   
受取利息 2 1 
受取配当金 4 3 
設備賃貸料 61 63 
雑収入 11 6 
営業外収益合計 79 75 

営業外費用   
支払利息 57 46 
雑支出 30 18 
営業外費用合計 87 64 

経常利益 294 619 
特別利益   
屑鉄売却益 ※2  △4 － 

特別利益合計 △4 － 

特別損失   
固定資産廃棄損 176 27 
たな卸資産廃棄損 971 － 

特別損失合計 1,147 27 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） △858 592 

法人税、住民税及び事業税 0 3 
過年度法人税等 ※3  △22 － 
法人税等調整額 ※4  △1,246 275 

法人税等合計 △1,268 279 

四半期純利益 409 312 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△） △812 38 

減価償却費 1,382 1,201 
固定資産廃棄損 182 169 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △0 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △162 △148 
受取利息及び受取配当金 △49 △36 
支払利息 176 142 
売上債権の増減額（△は増加） 1,853 3,183 
たな卸資産の増減額（△は増加） △2,447 △2,990 
前受金の増減額（△は減少） 2,012 2,228 
仕入債務の増減額（△は減少） △530 △998 
未払消費税等の増減額（△は減少） △243 △113 
未払費用の増減額（△は減少） △975 △885 
その他 △775 △354 

小計 △390 1,435 

利息及び配当金の受取額 49 36 
利息の支払額 △175 △136 
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △220 50 

営業活動によるキャッシュ・フロー △737 1,385 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有価証券の取得による支出 △5 △4 
有価証券の売却による収入 0 － 
有形及び無形固定資産の取得による支出 △921 △1,414 
有形及び無形固定資産の売却による収入 1,193 － 
貸付けによる支出 △0 △1 
貸付金の回収による収入 9 4 
その他 259 △50 

投資活動によるキャッシュ・フロー 534 △1,467 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 1,050 1,500 
長期借入金の返済による支出 △1,006 △2,171 
社債の償還による支出 △450 － 
配当金の支払額 △530 △477 
その他 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △937 △1,149 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,148 △1,230 

現金及び現金同等物の期首残高 8,341 6,082 
現金及び現金同等物の四半期末残高 7,193 4,852 

6621/2010年-15-



【継続企業の前提に関する注記】 

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

１ 会計処理基準に関する事項の変更 
(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会
計基準」(企業会計基準第15号平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計
基準適用指針第18号平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に
着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準
を適用しています。これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は326百万円、売上総利益は68百万円
増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ同額増加しています。 
なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しています。 
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【簡便な会計処理】 
  

  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

採用している簡便な会計処理は、重要性が乏しいため記載を省略しています。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

  
※１ 受取手形裏書譲渡高 37百万円 ※１ 受取手形裏書譲渡高 25百万円

※２ 当第３四半期連結会計期間末満期手形の会計処理
については、手形交換日をもって決済処理していま
す。 
 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日
満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて
います。 

   受取手形 33百万円
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(四半期連結損益計算書関係) 
  

  

  

  

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 

  

(1) 給料諸手当・賞与 1,805百万円
(2) 運送費 563 〃 
(3) 研究開発費 535 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 

  

(1) 給料諸手当・賞与 1,716百万円
(2) 運送費 647 〃 
(3) 研究開発費 645 〃 

 ２ 当社グループの売上高は、通常の営業形態とし
て第４四半期連結会計期間に多くなる傾向にあり
ます。 

 ２ 同左 

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 

  

(1) 給料諸手当・賞与 619百万円
(2) 運送費 211 〃 
(3) 研究開発費 177 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 
(1) 給料諸手当・賞与 582百万円
(2) 運送費 229 〃 
(3) 研究開発費 221 〃 

※２ 第２四半期連結会計期間末において未収入金を
計上しましたが、平成20年10月以降の屑鉄相場の
急落により、売却益の戻入が発生しました。 

  

  

※３ 第３四半期連結会計期間に地方税の還付通知書
が届いたものを計上しました。 

  

  

※４ 当社は、平成19年６月に旧名古屋事業所東工場
が収用されたことに伴い取得した土地の圧縮記帳
について照会をしていました。 
 第３四半期連結会計期間に課税当局から土地の
圧縮記帳について適用が確実であるとの確認が取
れたため、前連結会計年度に計上した繰延税金負
債を取崩すことにより、法人税等調整額が、934百
万円減少しました。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

  

現金及び預金 7,193百万円
預入期間が３か月を超える定期預
金 

― 〃 

現金及び現金同等物 7,193百万円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） 

  

現金及び預金 4,852百万円
預入期間が３か月を超える定期預
金 

― 〃 

現金及び現金同等物 4,852百万円
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21
年12月31日) 
１ 発行済株式に関する事項 

  

  
２ 自己株式に関する事項 

  

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  
４ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第３四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの 
   該当事項はありません。 

  

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 106,135,050 

株式の種類 当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 72,467 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 (百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 477 4.50 平成21年３月31日 平成21年６月29日 
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(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 
前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 

  
当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 10,761 71 10,832 ― 10,832 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 10,761 71 10,832 (―) 10,832 

営業利益 302 0 302 (―) 302 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、Ｆ
Ａ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三次元検査装置、画像処理
装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアントシステム、光ファイバ
ーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 10,841 85 10,926 ― 10,926 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 10,841 85 10,926 (―) 10,926 

営業利益 607 1 608 (―) 608 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、電気
自動車用急速充電器、ＦＡ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三
次元検査装置、画像処理装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアン
トシステム、光ファイバーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 
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５ 会計方針の変更 
  完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
 請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会計基準」(企
業会計基準第15号平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号平成19
年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連
結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは
原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。 

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 
  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 

  

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 29,052 341 29,393 ― 29,393 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 29,052 341 29,393 (―) 29,393 

営業利益 136 8 144 (―) 144 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、Ｆ
Ａ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三次元検査装置、画像処理
装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアントシステム、光ファイバ
ーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 
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当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 
  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 
５ 会計方針の変更 
  完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
 請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会計基準」(企
業会計基準第15号平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号平成19
年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連
結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは
原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。この変更に伴い、従来の方法によった場合と
比べ、当第３四半期連結累計期間の電気機械器具関連事業で、売上高は326百万円増加し、営業利益は68百万円増加して
います。 

  

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 28,036 216 28,252 ― 28,252 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 28,036 216 28,252 (―) 28,252 

営業利益 189 3 192 (―) 192 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、電気
自動車用急速充電器、ＦＡ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三
次元検査装置、画像処理装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアン
トシステム、光ファイバーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間(自

平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20

年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しています。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期間(自

平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20

年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 
  

  

２ １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 
  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、当第３四半期連結累計期間につい
ては、１株当たり四半期純損失のため記載していません。 

２ １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 
  

  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

   

  174.47円
   

  179.88円

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 3.19円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

１株当たり四半期純損失金額 △0.84円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

項目 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
又は四半期純損失(△)(百万円) 337 △89 

普通株式に係る四半期純利益又は 
四半期純損失(△)(百万円) 337 △89 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(千株) 106,069 106,064 
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第３四半期連結会計期間 
  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 
２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 3.86円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

１株当たり四半期純利益金額 2.95円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

項目 
前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 409 312 

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 409 312 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(千株) 106,067 106,063 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成21年２月６日

株式会社高岳製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高岳製
作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平
成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四
半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半
期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高岳製作所及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財
政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結
累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

 

明治監査法人 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  小  林  幹  夫  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  二 階 堂  博  文  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  橋  本  純  子  ㊞ 

  
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成22年２月５日

株式会社高岳製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高岳製
作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平
成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四
半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半
期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高岳製作所及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財
政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結
累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

 

明治監査法人 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  堀  江  清  久  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  橋  本  純  子  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  来  田  弘 一 郎  ㊞ 

  
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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